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1 まえがき
夫
「商法と企業会計原則との調整に関する意見書」（昭.26）は，会計帳簿につ
いて，つぎのように記しているO
「第32条に規定するいわゆる『日記帳」は， 『会計の帳簿』を意味する文言
に改め，正規の簿記の原則にしたがって記録する帳簿について規定するように
第32条を改正すること。」
また「企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書」（昭.35）第
1「財務諸表の体系について」は，財産目録・財務諸表付属明細表・営業報告
書・剰余金計算書・剰余金処分計算書等の書類毎に，企業会計原則の見地から
問題点を指摘し，これらについての改廃を要望しているO
この度「商業帳簿」に関する商法規定の改正によって，これらの論義に終止
符が打たれた。改正の主要な点を列挙すれば，
(1) 商業帳簿（会計帳簿・貸借対照表〉の作成目的を明らかにしたこと（目
- 56 -
-341-
的規定〉。
(2) 公正な会計慣行の割酌規定（包括規定〉を設けたこと（解釈規定〉。
（司 会計帳簿の作成に関する規定（記載内容に関する規定〉を整備したこと。
(4) 貸借対照表の作成について誘導法によることを明らかにし〈損益法〉，
財産目録（財産法〉を廃止したことO
(5) 資産評価に関する簡単な規定を設けたこと，などであるO
そこで以下，旧法と新法を比較し当該規定の背景となる会計思考を探ろう
と思う。
2 旧商法の計理体系〈財産法〉
(1）商業帳簿
第32条「商人ハ帳簿ヲ備へ之ニ日々ノ取引其ノ他財産ニ影響ヲ及ポスベキ一
切ノ事項ヲ整然且明瞭ニ記載スルコトヲ要ス」
第33条「①商人ハ開業ノ時及毎年 1回一定ノ時期ニ於テ動産，不動産，債
権，債務其ノ他ノ財産ノ総目録及貸方借方ノ対照表ヲ作ノレコトヲ要ス
②会社ニ在リテハ成立ノ時及毎決算期ニ前項ノ書類ヲ作ルコトヲ要ス」
第32条は単に商人の歴史的取引記録（historicalrecordinρ である日記帳
(journal）を定めたにすぎなし、。もちろん日記帳は，会計帳簿の一部ではあるが
しかし，商法の通説では，このl帳簿は，財産状態の変動を記録することを
目的とし，日記帳または伝票，仕訳帳，元｜帳のすべてを包含するものとされた。
第33条は，財産目録および貸借対照表の作成を要求している。財産目録と
は，財産状態の内容を示す明細表であって，そこには各種の積極財産および消
極財産（債務〉が各種目別に口数，数量，価額を附して記載される。この場合
貸借対照表は財産目録を基礎として作成され（inventorymethod），種類別に
各財産を総計額により記載した財産の摘要表であり，資産項目と負債および資
本項目とを対照的に掲げ，財産の構成状態を概括的に示すものであるO ともに
営業の静態を示す計算書類であるO
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また商法上の財産は，財貨および債権，債務を一括した概念で、あり，具体的
には財産権またはそれに相当する権利義務の目的である物件を指すのであるO
ところで第32条の帳簿〈日記帳〉は第33条のこれら計算書類とは直接に結び
つかなし、。すなわち，第32条の帳簿に基づいて，貸借対照表を作成することは
不可能である。そこで貸借対照表の作成には，財産目録の作成〈第33条〉およ
び財産評価の原則（第34条〉が重要な意味をもってくることとなる。
（幼財産の評価
第34条「①財産目録ニハ動産，不動産，債権其ノ他ノ財産ニ価額ヲ附シテ之
ヲ記載スルコトヲ要ス其ノ価額ハ財産目録調製ノ時ニ於ケル価格ヲ超ユルコト
ヲ得ズ
②営業用ノ固定資産ニ付テハ前項ノ規定ニ拘ラズ其ノ取得価額叉ハ製作価額
ヨリ相当ノ減損額ヲ控除シタル価額ヲ附スルコトヲ得」
いわゆる時価以下主義の評価原則であるO それは財産評価における最高限度
を規定し，時価を超える過大評価によって債権者，株主等の利害関係者に与え
る弊害を禁止しようとするものであるO しかし一般に固定資産については，
経営継続を前提とし，売却を目的とするものではなし、から，時価以下主義は理
論的にも誤っている。また第2項にし、う「減損額」とは，会計学上の減価償却を
意味するものではなく，むしろ即物的な意味での「評価損」に近い概念として
理解されるものであり，しかも，その評価は任意なのであるO 石井照久教授に
よれば，「一般に交換価額を原則とすることは理由がなく，また，固定資産につ
いても取得価額または製作価額から減損額を控除した額を附し『うる』ものと
することは妥当でなし、」とされる。いずれにしても注目したし、のは，合理的な
(1）第34条2項は，昭和13年の改正で、追加された。すなわち昭和5年の金解禁以来わが
国の貨弊価値はし、ちじるしく上昇し物価は下落した。その結果，固定資産について
時価以下主義による評価を実行しえなくなった（沼田嘉穂「会計教科書」 61-62頁）。
(2) 増谷裕久「企業会計と商法会計」会計85巻4号。
(3）石井照久「商法」商法総則，会社法114頁。
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範囲において，秘密積立金の設定が，企業の経営に弾力性をもたせるためにも
必要であるとされている点である。
要するに，旧商法において商業帳簿の体系を構成するものは，日記帳，財産
目録および貸借対照表であって，損益計算書は除外されている。したがって，
貸借対照表は財産目録に基づき，時価以下主義の評価をもって作成されなけれ
ばならなし、。貸借対照表は財産目録の要約表でしかない。
財産目録および貸借対照表を商業帳簿のなかにふくめることの本質的誤りと
ともに，そこにみられるものは，正に「財産法の計理体系」である。この場合
の会計は，伝統的に債権者および株主の保護を目的として，財産目録主義に立
脚し，即物的な財産評価にもとづいた計算思考で、ある（実財産主義〉。
3 改正商法の計理体系（損益法〉
(1）商業帳簿
第32条第1項「商人ハ営業上ノ財産及損益ノ状況ヲ明カニスル為会計帳簿及
貸借対照表ヲ作ルコトヲ要ス」
第33条「①会計帳簿ニハ左ノ事項ヲ整然且明瞭ニ記載スルコトヲ要ス
1 開業ノ時及毎年1回一定ノ時期ニ於ケル営業上ノ財産及其ノ価額，会社ニ
在リテハ成立ノ時及毎決算期ニ於ケル営業上ノ財産及其ノ価額
2 取引其ノ他営業上ノ財産ニ影響ヲ及ボスベキ事項
①貸借対照表ハ開業ノ時及毎年1回一定ノ時期，会社ニ在リテハ成立ノ時及
毎決算期ニ於テ会計帳簿ニ基キ之ヲ作ノレコトヲ要ス」
前述のごとく，商業帳簿はすなわち会計帳簿であって，従来からの用語法に
したがったとはし、え，貸借対照表を商業帳簿の概念にふくめることには問題が
あるO 貸借対照表は，会計帳簿から作られる計算書ないし報告書なのであるO
注目すべきは，個人企業および会社を通じて財産目録〈大陸法〉が廃止された
(4) 「前掲書」 115頁。
(1）ただし第33条第3項参照。
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ことであるO しかし財産目録の代りに，計算書類付属明細書（281条〉〈英米
法〉が重要視されるにいたつに第32条第1項は，真実性の原則（Grundsatz
der Wahrheit）.および明瞭性の原則（Grundsatzder Klarheit, principle of dis-
closure）を内包しているといわれる。
会計帳簿を記載すべき「取ヲ｜」は，いうまでもなく簿記上の取引であるO ま
た会計帳簿の体系は，歴史的記録と組織的記録（systematicrecording）ないし
勘定記録との2つの系統から成り立っているO このことは，仕訳帳と元帳から
なる 2帳簿制から，伝票会計制度，マイクロフィルム，パンチ・カード・シス
テム，コ γピューター会計システムにいたるまで本質的には異ならなし、。正規
の簿記の原則は，歴史的記録と分析的記録から，貸借対照表ならびに損益計算
書を導き出すべきことを要求するO それは，継続性の原則（principleof cons-
istency），重要性の原則（principleof materiality）および明瞭性の原則と結び
付いて，真実性の原則の根拠をなしているO
正規の簿記の原則にしたがって会計帳簿が記入され，かかる会計帳簿に基づ
いて貸借対照表および損益計算書が作成されるならば，これを「損益法（誘導
法 derivativemethod）の計理体系」と名づけることができょう。損益法の計
(2）廃止されたのは開業財産目録と決算財産目録であり，清算財産目録（商， 117条①，
130条， 419条〉，破産財産目録（破， 189条〉および会社更生財産目録（更， 178条〉
については，その作成義務が残っている。しかし前二者の財産目録に記載すべき事
項は，新法の会計帳簿に記載される（33条①〉ともいわれる（田中誠二「商法総則詳
論」 317頁，並木俊守「新商法の逐条解説」 23, 24頁〉。他方，開業財産目録の廃止
は，行き過ぎであると評される（番場嘉一郎「企業会計規定の改革」企業会計26巻5
号〉。
(3）付属明細書は，第293条の5から第281条へ条文の位置が移ったのみで、なく，計算書
類の1部としての性格を持つに至った。
(4) これに対し西ドイツ商法総則（第38条〉および株式法〈第149条①〉における「正
規の簿記の諸原則（GrundsatzeordnungsmaBiger Buchfiihrung）は，単なる白紙規定
であって，一般に認められた会計慣行の存在を確認して，包括的にこれを委任したこ
とを意味するものである（黒沢清「新版近代会計学」 290-293頁〉。
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理体系のもとでは，貸借対照表と損益計算書との聞に，有機的結合関係ないし
因果的相関関係が認められるO しかし改正法は，個人企業や人的会社に対
し，損益計算書を作成する義務を負わさないこととした。そζで，損益計算書
の作成に関する正規の簿記の原則が欠けることとなった。それにしても， 「営
業上ノ財産及損益ノ状況ヲ明カニスル為」（第32条①〉 とあるから，損益の状
況を明らかにするため会計帳簿を作るとすれば，損益計算書を作成しなければ
目的を達成することは困難であろう。
(2) 資産の評価
第34条「会計｜帳簿ニ記載スベキ財産ノ価額ニ付テハ左ノ規定ニ従フ
1 流動資産ニ付テハ其ノ取得価額，製作価額叉ハ時価ヲ附スルコトヲ要ス但
シ時価ガ取得価額叉ハ製作価額ヨリ著シク低キトキハ其ノ価額ガ取得価額叉ハ
製作価額迄回復スルト認メラルル場合ヲ除ク外時価ヲ附スルコトヲ要ス
2 固定資産ニ付テハ其ノ取得価額叉ハ製作価額ヲ附シ毎年1回一定ノ時期，
会社ニ在リテハ毎決算期ニ相当ノ償却ヲ為、ン予測スルコト能ハザル減損ガ生ジ
タルトキハ相当ノ減額ヲ為ス
3 金銭債権ニ付テハ其ノ債権金額ヨリ取立ツルコト能ハザル見込額ヲ控除シ
タル額ヲ超ユルコトヲ得ズ」
株式会社の資産評価に関する原則と異なるところは，第1に流動資産の評価
について取得原価主義と時価主義との選択適用を認めたことであるO この場合
の時価は，最終取得原価〈最終仕入原価法による評価額〉を指すものと説かれ
ている。それは小商人に対し簡便な評価法を残す必要からであるといわれるO
低価法もまた認められることとなるO 個人企業の営業主，合名会社および合資
会社の無限責任社員が，企業の債務について債権者に対し全責任を負うから，
財産評価基準は，時価主義または取得原価主義のいずれを採用しでも，債権者
の利益を保護する上において格別の影響はないと判断したためで、あろう。
(5) しかし最終仕入原価法は，税法上，原価法の 1種とされ，またそれは，先入先出
法の簡便法とみられるから，これを時価法とみることは妥当でない。
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しかし 「企業の経営成績は原価を出発点として，はじめて正確に測定でき
るものであるから，流動資産の評価基準についても取得原価1本に徹すべきで
ある」という意見があるO 損益法の計理体系は，時価主義評価となじめないよ
うである。
固定資産の評価に関する規定は，すべての商人に適用されることになった。
したがって第285条の 3は削除された。 「相当ノ償却」（減価償却〉および「予
測スルコト能ハザ、ル減損」 （減額〉については，既に別稿において述べた。
つぎに金銭債権の評価について，第285条の 4第2項は「取立見込額ヲ控除
スルコトヲ要ス」とあるのに対し，改正商法は，最高額を規定したにとどま
るO これでは，秘密積立金を認めることにならないであろうか。
なお改正商法には，株式・社債その他の有価証券およびのれんに対する評価
基準が欠けているO 有価証券の評価は，それが，流動資産の性質を有するか，
固定資産の性質を有するかによって，本条第1号または第2号が適用されるで
あろう。また繰延資産や引当金の設定が認められるかは問題であるO 規定の解
釈には，次節に述べる劃酌規定（第32条②〉が適用されることはし、うまでもな
いが，規定のない事項については，株式会社の規定が指針となり，さらに劃酌
規定が適用されるものと解される（例，負債の評価〉。
(3）解釈規定
第32条第2項「商業帳簿ノ作成ニ関スル規定ノ解釈ニ付テハ公正ナル会計J慣
行ヲ劃酌スベシ」
(6）大住達雄「商法総則の改正問題」産業経理30巻4号。
(7) 拙稿「商法における計算思考の変遷」（2）富大経済論集19巻1号。
(8）法人税法においても，各事業年度の損益の額は，別段の定めがあるものを除き，「ー
般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算されるものとする」ことが包
括的に規定されている（第22条4項〉。
また「財務諸表規則」は，証券取引法第193条をうけて，「この規則において定めの
ない事項については，一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従うものとす
る」としている（なお取扱要領第1参照〉。
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商法は，すべての会計処理および財務諸表の作成表示について規定すること
はできないから，商法に具体的な計算規定のない事項や規定はあっても解釈の
明確でない事項に関しては，「公正な慣行」によって判断しなければならない。
「公正」とは，営業上の財産および損益の状態を明らかにするという目的に合
致していることをさす。それは，会計的判断とともに，法律的判断を伴う。
「会計慣行」を会計慣習よりも広い意味にとる見解もあるO
「企業会計原則」と「公正な会計慣行」とは必ずしも同ーのものではない
が，「企業会計原則」は，「企業会計の実務の中に慣習として発達したもののな
かから，一般に公正妥当とみとめられるところを要約したもの」であるとすれ
ば，「公正な会計慣行」であると認められる。ただし，「公正な会計慣行」のす
べてが， 「企業会計原則」のなかにふくまれているとはいえないであろう。し
かも「企業会計原則」は，商工業を営む株式会社を念頭においており，必ずし
も有限会社，合名会社，合資会社および個人商人に直接適用できるようにはな
っていなし、。企業会計原則以外にも「公正な会計慣行」は存在しうる。改正企
業会計原則についても同様のことがし、えよう。
(9）包括規定は，イギリス会社法では「真実かっ公正な概観（trueand fair view）」
(147, 148条〉の原理， ドイツ会社法では「正規の簿記の諸原則」（38,149条〉，ア
メリカ州会社法では，「健全な会計慣行」（soundaccounting practice) （カリフォルニ
ア州法3007条，オハイオ州法38条，マサチューセッツ1・十法36条，ノースカロライナ州
法55条〉としてとらえられる（矢沢淳「商法改正要綱における商法と企業会計原則」
産業経理30巻6号〉。
(10) 「公正ナル会計慣行」の意味をめぐる所説は，富岡幸雄教授によってつぎのように
分類される（「公正なる会計慣行の意味」会計100巻3号〉。
①企業会計原則であるとする説。
② 公正妥当な企業会計の基準であるとする説。
③ 健全な会計原則の構想によるべきとする説。
④ 修正企業会計原則であるとする説。
⑤商法の目的理念に照らして判断すべきとする説。
⑤ 多数企業の現実の会計実践によるとする説。
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また「創酌」の意味についてであるが，言葉の感じからすれば，公正な慣行
に対し若干の考慮は払うが，その採否は企業の自由に委ねられているかのよう
な印象をうける。しかし，「割酌」とは，「会計の処理，計算書類の作成に関する
商法の規定は，公正な会計慣行を十分考慮に入れて，合理的な結論が出るよう
に解釈しなければならないという趣旨」であり， 「むしろ公正な会計慣行によ
らない特別の事情を立証できない限り，それに従わなければならない趣旨」で
あるとされる。公正な会計慣行があるにもかかわらず，それによらない場合に
は，正当な理由のない限り，違法かつ不適正な処理として取り扱われることに
なるO もし新しい取引のために会計慣行が全く存在しない場合には，会計理論
をもって適否または当否を判断するほかなし、。後の場合，企業の財産および損
益の状況を明らかにするという目的に照して，判断しなければならないであろ
う。この包括規定は，商業帳簿の作成に関係する一般規定（商32-34）だけで
なく，すべての個別的な規定〈商281-295，有43-46，計算書類規則等〉につ
いても解釈の指針となるものである。商法は，会計規制の目的に反しないかぎ
り，公正な慣行や会計の論理を尊重することによって，よりよく商法の目的を
達成できると考えるO 会計学においても，法律の立場を考慮した公正な会計慣
ω大住達雄「前掲稿」
（回） 矢沢惇「前掲稿」日下部与市「会計慣行に関する割酌規定の意味するもの」産業
経理30巻5号。法令用語としての「参酌」と「酪酌」についてつぎのような解説がな
されている（佐藤達夫外「法令用語辞典」〉。「参酌の方は，問題とされるいろいろの事
情，条件などを平均的に参照するという感じが出ており，特に一定の価格，料金など
を定める場合にこれについて参照すべき事情，条件などとの関係をあらわすのに多く
用いられ，劃酌の方は問題となっている事情なり，条件なりを特にくみ入れるという
感じを強く出す場合に用いられている。」また「劃酌」とは，「基く」 「参酌する」と
の中間的な意味であり（鈴木竹雄「商事法務」 532頁〉，公正な会計慣行をくみ取って
解釈せょとしづ意味である（並木俊守「新商法の逐条解説」 19頁）。
(13) 日下部与市・山上一夫「改正商法と新会計制度」 20-21頁， 「公正なる会計慣行を
劃酌すべし」との文言について，沼田嘉穂教授は， 「定説のある，客観性ある会計理
論による」と解するのが最も妥当であるとされる（「会計教科書」 37頁）。
U4）矢沢惇「企業会計原則と商法の解釈（下〉」企業会計24巻9号。
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行の確立に努めることを必要とするO
商法に規定はあるが，問題を残している事項，あるいは商法に規定がなく，
問題となっている事項と「公正な会計慣行」について付言しておこう。それ
は，「適法性」と「適正性」を結び付ける手がかりとなるであろう。
〔引当金〕 第287条の2の引当金は，法律上の債務以外の負債性引当金に
限られるとする説が有力であるO そこで修繕引当金は負債性引当金に含まれる
が，いわゆる特定引当金（利益留保性の引当金〉は含まれない。このように引
当金の範囲を会計上の負債性引当金に限るとする解釈は，公正な会計慣行を劃
酌するとしづ包括規定が設けられることによって，確定的になったとされる。
しかし，第287条の2の引当金には条件付債務等が除かれ，実務的には，租税
特別措置法に定める準備金まで認められるであろう。
〔無償取得資産〕 無償で取得した資産の評価について，無価物説〈簿外資
産説〉と公正価額説とが対立するO 備忘価額説（名目価額説〉は前者に属する
と見てよいであろう。
商法は，無償取得の資産について規定を欠いているが，それは公正な会計慣
行に委ねられたものとし企業会計原則の示すごとく，公正な評価額である取
得時の時価（必要現金価額〉によるものと解すべきであるO 有償取得資産につ
いて，原価主義によるのは，公正な価額での取引を前提とし，原価が取得資産
の公正な価額を示すと考えられるからであるO とすれば無償取得資産について
公正な評価額を付することは，決して時価主義に基づくものではなく，むしろ
。5）服部栄三「会計の慣行と法律」企業会計23巻2号。
(16) 田中誠二「会計法詳論」 70頁，石井照久「会社法」下16頁，鈴木竹雄・矢沢惇外
「計算規定の改正」私法25号。
間矢沢惇：座談会「商法改正と今後の会計問題」企業会計26巻5号。
倒商法計算書類規則33条，改正企業会計原則注解14・18，財務諸表規則98条， 98条の
2参照，なお黒沢清「企業会計の一般原則解説」企業会計26巻11号参照。
帥矢沢惇「前掲稿」
帥
原価主義の論理にそうものであるO またそれらを全く記帳しないとすれば，財
務諸表において財政状態および経営成績についての判断を誤らしめることにな
るおそれがあるO さらに国庫補助金・工事負担金等による固定資産等の取得に
際し，採られる圧縮記帳方式は，税法に追随した処理であって，公正な会計慣
例
行ないし目的規定からいっても，大いに問題の存するところであるO
〔継続性の原則〕 継続性の原則が，商法の解釈として認められるかどうか
について明文の規定を欠いているところから，これを否定ないし疑問視する見
制
解がある。その中にあっても，資産の評価方法その他の会計処理方法の変更
は，配当可能利益の増減をもたらすので，このことを債権者・株主その他の利
害関係者に知らしめないことは適当でないので，変更したときは，その旨を貸
似）
借対照表に注記せじめるべきであるとしているO しかし肯定説はつぎのように
説く。なるほど商法の見地から，配当計算に関する限り，この原則の重要性は
大きくないとしても，経理内容の報告の真実性の保障とし、う見地からみれば，
みだりに会計処理の方法を変更して，企業の経理内容の判断を誤まらせるよう
(2.5) 
な処理は，商法の目的に反して許されないと解すべきであろうと。かくして継
続性の否定説は，漸次肯定説に移行し，その結果として新企業会計原則に〔注
3〕が追加されたO それは旧企業会計原則における第2項の復活を意味する。
継続性の原則は，公正なる会計慣行であり，これに違反することは，会計原則
加）
違反であるばかりでなく，違法であると言わなければならなし、。
側矢沢惇「財産評価と繰延勘定」株式会社法講座5巻，飯野利夫「取得原価基準の論
理」会計ジャーナル3巻11号。。1）商法計算書類規則2条参照。
ω 矢沢惇「前掲書」企業会計24巻9号，企業会計原則注解24参照。
倒上田明信「商法における資産評価と継続性原則」企業会計14巻8号，味村治「経理
処理」経営法学全集10巻，吉田昂「改正会社法」 102頁。
（湖上回明信「前掲稿」。
側矢沢惇「前掲稿」企業会計24巻8号。
凶黒沢清「前掲稿」
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